
第13期事業年度 

事  業  報  告 

自  令和６年  ４月 １日 

至 令和７年  ３月 31日 

株式会社 農林漁業成長産業化支援機構 
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１．会社の現況に関する事項 

（１）事業の経過及びその成果

当社は、平成24年に制定された「株式会社農林漁業成長産業化支援機構法」（以下

「機構法」という。）に基づき、平成25年の開業から、我が国農林漁業が農林漁業者の

所得を確保し、農山漁村において雇用機会を創出することができる成長産業となるよう

にするため、農林漁業者が主体となって新たな事業分野を開拓する事業活動等に対し、

出融資や経営支援を実施してまいりました。 

令和元年12月、農林水産省は、令和３年度以降、新たな出資の決定を行わないこと等

の方針を定め、当社に対し、投資計画の見直しを指示いたしました。 

この指示を受け、当社は、新規の出資決定は令和２年度までとすること及び回収業務

は令和７年度までを目途に行い、投資回収の最大化に向けて取り組むこと等を内容とす

る「損失を最小化するための改善計画」を策定し、令和２年５月に公表した上で、本計

画に即した業務運営を行ってまいりました。 

令和２年度までの通算では、出資決定件数は163件（うち直接出資29件）、出資決定 

  額は約204億３千万円（うち当社出資分約159億４千万円）、資本性劣後ローンの融資総

額は約19億８千万円となっています。 

なお、サブファンドの支援決定総額は約750億円（うち当社分約375億円）となってい

ます。 

 出融資業務について、当期では、出資35件（うち直接出資６件）、資本性劣後ローン

７件の回収を行いました。 

その結果、当期末における貸借対照表の営業投資有価証券は27億４千５百万円、営業

貸付金は１億３千４百万円となりました。 

なお、当期において、10サブファンドの投資事業有限責任組合契約が終了したこと等

により、当期末時点でサブファンド数20、出資決定総額325億７千万円（うち当社出資

額162億８千万円）となっています。 

また、事業活動の結果、当期における売上高は、営業投資有価証券の売却収入を主な

ものとして、10億８千４百万円となりました。 

一方、売上原価は、33億２千３百万円となりました。 

また、販売費及び一般管理費は５億４千２百万円となり、これらを踏まえた結果、当

期の業績は、経常損失27億７千１百万円（前期11億２千３百万円）、当期純損失27億６

千８百万円（前期11億２千９百万円）となりました。 

（２）設備投資等の状況

該当事項はありません。

（３）対処すべき課題

当社は、令和７年度末に「損失を最小化するための改善計画」において、投資回収を

完了するとしていることから、今後は、年度内に投融資の回収を確実に進めるととも

に、投資回収の最大化を図るため、関係者との交渉や売却先の探索等を進めてまいりま

す。 

これらの取組に併せて、当社の管理経費についても、不断の見直しを行い、経費の削

減に取り組んでまいります。 
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（４）財産及び損益の状況

（単位：千円） 

区  分 

第 10 期 

(3.4.1～

4.3.31) 

第11期 

（4.4.1～ 

5.3.31） 

第12期 

（5.4.1～ 

6.3.31） 

第13期 

（6.4.1～ 

7.3.31） 

経 常 損 失 2,521,472 1,036,642 1,123,292 2,771,442 

当 期 純 損 失 2,555,011 1,038,468 1,129,269 2,768,482 

１株当たり当期純損失(円) 4,004 1,627 1,769 4,339 

総 資 産 18,544,755 17,225,859 15,848,620 13,067,041 

純 資 産 18,159,724 16,946,394 15,673,222 12,904,645 

１株当たり純資産額(円) 28,461 26,560 24,564 20,225 

（５）重要な親会社及び子会社の状況

① 親会社との関係

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

該当事項はありません。

（６）主要な事業内容

当社の主な事業は、次のとおりとなっております。

① 支援対象事業者（６次産業化・地産地消法に基づく総合化事業計画の認定事業者）、

支援対象事業再編等事業者（支援法に基づく事業再編等計画の認定事業者）及び支援対

象認定事業者（食品等流通法に基づく食品等流通合理化計画の認定事業者）に対する出

資

② サブファンド（支援対象事業者、支援対象事業再編等事業者及び支援対象認定事業者

に対し資金供給その他の支援を行う団体）に対する出資

③ サブファンドに対する基金の拠出

④ 支援対象事業者、支援対象事業再編等事業者及び支援対象認定事業者に対する資金の

貸付け

⑤ 支援対象事業者、支援対象事業再編等事業者及び支援対象認定事業者が発行する有価

証券並びに支援対象事業者、支援対象事業再編等事業者及び支援対象認定事業者が保有

する有価証券の取得

⑥ 支援対象事業者、支援対象事業再編等事業者及び支援対象認定事業者に対する金銭債

権並びに支援対象事業者、支援対象事業再編等事業者及び支援対象認定事業者が保有す

る金銭債権の取得

⑦ 支援対象事業者、支援対象事業再編等事業者及び支援対象認定事業者の発行する社債

及び資金の借入れに係る債務の保証

⑧ 上記②の資金供給その他の支援に関し、契約内容の適正化その他当該資金供給その他

の支援の対象となった対象事業者の保護を図り、及び我が国農林漁業の安定的な成長発

展の見地に立った対象事業活動支援を行うため必要なサブファンドに対する指導、勧告

その他の措置

⑨ 対象事業活動を行い、又は行おうとする事業者、事業再編又は事業参入を実施し、又

は実施しようとする事業者及び食品等流通合理化事業を実施し、又は実施しようとする

者に対する専門家の派遣

⑩ 対象事業活動を行い、又は行おうとする事業者、事業再編又は事業参入を実施し、又

は実施しようとする事業者及び食品等流通合理化事業を実施し、又は実施しようとする

者に対する助言
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⑪ 保有する株式、新株予約権、持分又は有価証券の譲渡その他の処分 

⑫ 債権の管理及び譲渡その他の処分 

⑬ 上記①～⑫に掲げる業務に関連して必要な交渉及び調査 

⑭ 対象事業活動及び対象事業者、事業再編及び事業参入並びに認定事業再編等事業者並

びに食品等流通合理化事業及び認定事業者に対し資金供給その他の支援を行う事業活動

を推進するために必要な調査及び情報の提供 

⑮ 上記①～⑭に掲げる業務に附帯する業務 

⑯ 上記①～⑮に掲げるもののほか、機構の目的を達成するために必要な業務 

 

（７）主要な営業所  

① 本社  

東京都千代田区神田駿河台三丁目２番地１  

② 主要な子会社の事業所  

該当事項はありません。 

 

（８）従業員の状況（令和７年３月31日現在。出向者含む。契約社員を除く。） 

従業員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数 

１１名 ▲３ ５７．８歳 ６．４年 

 

（９）主要な借入先（令和７年３月31日現在） 

該当事項はありません。 

 

（10）会社の現況に関するその他の重要な事項  

該当事項はありません。  

 

２．会社の株式に関する事項（令和７年３月31日現在）  

（１）発行可能株式総数 4,000,000株  
 

（２）発行済株式の総数   638,040株  

 

（３）株主数 12名  

 

（４）大株主 

株  主  名 当社への出資状況 

持 株 数 出資比率 

財務大臣 600,000 株 94.04 ％ 

カゴメ株式会社 6,000 株 0.94 ％ 

農林中央金庫 6,000 株 0.94 ％ 

ハウス食品グループ本社株式会社 6,000 株 0.94 ％ 

味の素株式会社 4,000 株 0.63 ％ 

キッコーマン株式会社 4,000 株 0.63 ％ 

キユーピー株式会社 4,000 株 0.63 ％ 

株式会社商工組合中央金庫 2,000 株 0.31 ％ 

日清製粉株式会社 2,000 株 0.31 ％ 

野村ホールディングス株式会社 2,000 株 0.31 ％ 

明治安田生命保険相互会社 2,000 株 0.31 ％  

トヨタ自動車株式会社 40 株 0.01 ％ 
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（５）その他株式に関する重要な事項（令和７年３月31日現在）

該当事項はありません。

３．会社の新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

４．会社役員に関する事項 

（１）取締役、監査役の氏名等（令和７年３月31日現在）

会社における地位 氏名 重要な兼職の状況等 

代表取締役社長 坂本 友彦 

取 締 役 専 務 矢花 渉史 

取    締    役 髙野 克己 

東京農業大学名誉教授 

（一社）日本食品保蔵科学会会長 

学校法人東京農業大学食品安全研究センタ

ー顧問 

監    査    役 篠原 修 

東京大学名誉教授 

政策研究大学院大学名誉教授 

エンジニアアーキテクト協会会長
（注）取締役の髙野克己は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

また、監査役は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

（２）当該年度中に退任又は辞任した取締役

会社における地位 氏名 退任又は辞任日 重要な兼職の状況 

取 締 役 会 長 堀 紘一 令和７年１月19日 

取  締  役 山田 真也 令和６年６月28日 
株式会社商工組合中央金庫

常務執行役員 
（注）地位及び重要な兼職は退任又は辞任時点のものであります。 

（３）取締役及び監査役の報酬等の額

区  分 支 給 人 数 報酬等の額 摘  要 

取 締 役 ２  人 36,594千円 

監 査 役 １ 人 2,000千円 

計 ３ 人 38,594千円 

（４）社外役員等に関する事項

① 重要な兼職先と当社との関係

該当事項はありません。

② 主要取引先等特定関係事業者との関係

該当事項はありません。
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③ 当期における主な活動状況(農林漁業成長産業化委員会における活動を含む。)

区  分 氏  名 主な活動状況 

取 締 役 会 長  

兼 

農林漁業成長産業化委員長 

堀 紘一 

令和７年１月19日に辞任するまでの当期開

催の取締役会（書面決議を含む。以下同

じ）９回のうち７回、令和７年１月19日に

辞任するまでの農林漁業成長産業化委員会

９回のうち７回に出席。 

総括的な見地から各会に対応。 

取  締  役 

兼 

農林漁業成長産業化委員 

山田 真也 

令和６年４月１日に就任以降、令和６年６

月28日に退任するまでの当期開催の取締役

会３回のうち３回、令和６年４月１日に就

任以降、令和６年６月28日に退任するまで

の当期開催の農林漁業成長産業化委員会２

回のうち２回に出席。地域企業の金融を含

め、その支援策に関する豊富な知識と深い

見識を有し、社外の立場から発言。 

取  締  役 

兼 

農林漁業成長産業化委員 

髙野 克己 

当期開催の取締役会12回のうち11回、農林

漁業成長産業化委員会12回のうち９回に出

席。科学的探究の経験と農業、食品産業に

関する豊富な知識と深い見識を有し、社外

の立場から発言。 

監  査  役 篠原 修 

当期開催の取締役会12回のうち10回、農林

漁業成長産業化委員会12回のうち10回に出

席。学識経験者としての経験を活かし、社

外の立場から発言。 

④ 責任限定契約の内容の概要

当社は、定款において、取締役（業務執行取締役等である者を除く。）及び監査役と

の間で責任限定契約を締結することができる旨の規定を設けております。当社は、当該

定款に基づき、取締役（業務執行取締役等である者を除く。）及び監査役との間で、当

該役員がその職務を行うにつき善意でありかつ重大な過失がなかったときは、会社法第

427条第１項に定める最低責任限度額を限度として、損害賠償責任を負担する旨の責任

限定契約を締結しております。  

⑤ その他会社役員に関する重要な事項

該当事項はありません。

⑥ 記載内容についての社外役員の意見

該当事項はありません。

５．会計監査人の状況 

（１）会計監査人の名称

あかり監査法人

（２）責任限定契約の内容の概要

該当事項はありません。

（３）当期に係る会計監査人の報酬等の額（消費税を含みません。）

区 分 金 額 

会計監査人としての報酬等の額 6,000千円
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（４）非監査業務の内容  

該当事項はありません。  

 

６．業務の適正を確保するための体制等の整備について  

当社は、会社法及び会社法施行規則の定めに従い、取締役会において、取締役の職務の

執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を

確保するために必要な体制の整備について、次のとおり決議し、以下の体制の下で、適正

に業務を遂行しております。  
 

（１）職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制  

① 役職員が事業活動のあらゆる局面においてコンプライアンスを最優先する体制の構築

を目的として、取締役会決議により「コンプライアンス規程」を定めています。 

ア．当社は、「コンプライアンス規程」に基づき、コンプライアンスに関する事項を審

議するコンプライアンス委員会及びコンプライアンスを統括するコンプライアンス主

管部を設置し、コンプライアンス推進の体制を整備しております。 

イ．当社は、役職員が遵守すべき法令及び社内ルールの具体的内容を明示した「コンプ

ライアンス・マニュアル」を整備し、研修等によりコンプライアンスの徹底を図って

おります。 

ウ．当社は、法令又は社内ルールの違反が生じた場合の報告ルールを定めるとともに、

通常の報告ルートのほかに社内にホットライン（内部通報制度）を設け、その利用に

つき役職員に通知しております。 

② 当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体に対しては、警

察や弁護士等とも連携して、毅然とした姿勢で組織的に対応することとしております。 

③ 当社は、取締役会決議により「内部監査規程」を定め、被監査部署以外の部署に所属

する職員の中から代表取締役社長が指名する者により、実効性のある内部監査を実施し

ております。 
 

（２）リスク管理に関する体制 

① 業務執行に係るリスクの把握と管理を目的として、取締役会決議により「リスク管理

規程」を定めています。 

② 当社は、「リスク管理規程」に基づき、リスクの低減と防止のための活動及び危機発

生に備えた体制整備を行っております。当期においては、１回のリスク管理委員会を開

催しました。 

③ 緊急事態が発生した場合には、代表取締役社長を本部長とする対策本部を速やかに組

織し、緊急事態への対応とその速やかな収拾に向けた活動を行います。 
 

（３）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

① 取締役会は、適切に経営管理を行います。 

② 当社は、「組織規程」及び「職務権限規程」に基づいて業務運営を行う体制とし、分

業体制による業務の専門化・高度化を図っております。また、こうした体制の中で、重

要度に応じて職務権限を委任できることとし、意思決定手続の機動性向上を図っており

ます。 
 

（４）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

当社は、「文書管理規程」を定め、重要な会議の議事録等、取締役の職務の執行に係

る重要な文書等は、同規程の定めるところに従い、適切に保存及び管理を行っておりま

す。 
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（５）サブファンド及び直接出資先における業務の適正を確保するための体制 

① サブファンドに関する体制 

当社は、株式会社農林漁業成長産業化支援機構支援基準（平成24年12月11日農林水産

省告示第2556号）、株式会社農林漁業成長産業化支援機構事業再編等支援基準（平成29

年8月1日農林水産省告示第1306号）及び株式会社農林漁業成長産業化支援機構食品等流

通合理化事業等支援基準（平成30年10月23日農林水産省告示第2336号）に基づき、サブ

ファンドが同支援基準に規定する事項に則して対象事業活動に対する支援を行っている

か否かを確認するとともに、サブファンドに対し必要な監督を行っております。 

ア．重要な意思決定に係る機構の同意  

当社は、サブファンドとの組合契約その他契約において、対象事業者に対する出資

又は当該出資に係る株式若しくは持分の譲渡その他の処分の決定を行うときは、あら

かじめ、当社の同意を得ることを定めなければならないこととしております。 

イ．報告の徴収等  

当社は、定期的に、又は必要に応じて、サブファンドの出資者であってその業務を

執行する者（以下「業務執行者」という。）に事務の処理の状況その他事項に関し報

告をさせ、又はサブファンドの業務及び財産の状況を検査するものとしております。 

ウ．指導、勧告その他の措置等  

当社は、必要に応じて、機構法、支援法及び食品等流通法の規定による指導、勧告

その他の措置を行うものとし、当該サブファンドが当該措置に従わないときは、業務

執行者の解任の提案その他の措置を行うものとしております。 

 ② 直接出資先に関する体制 

   当社は、直接出資先に対して株主権を適切に行使するとともに、直接出資先との間で

締結した投資契約書に基づき、経営に関する当社への情報開示、重要事項についての当

社の事前同意、取締役会へのオブザーバー派遣など、当該契約上の義務履行を求めるこ

とで、直接出資先に対して必要な監督を行うものとしております。 

 

（６）監査役の監査に対する体制 

① 監査役への報告に対する体制 

ア．当社は、役職員が当社の業務執行の状況その他必要な情報を監査役に報告する体制 

を整えております。 

イ．当社は、役職員が当社の信用又は業績について重大な被害を及ぼす事項若しくはそ

のおそれのある事項を発見した場合にあっては、監査役に対し当該事項を報告する体

制を整えております。 

ウ．当社は、監査役が職務の遂行に必要となる事項について、役職員に対して随時その 

報告を求めた際に、当該報告を求められた者は当該事項を報告する体制を整えており

ます。 

② 監査役の職務を補助すべき職員に関する事項 

ア．監査役の求めに応じて、監査役の職務を補助すべき職員を監査に必要な事務に就か

せるものとしております。 

イ．監査役の職務を補助する使用人の人事など当該使用人の独立性に関する事項は、監

査役の意向を尊重しております。 

③ 監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

上記項目に加え、監査役に対して、代表取締役、会計監査人との定期的な会合開催を

確保しております。 

 

 

 

本事業報告に記載の金額等は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しています。 
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貸 借 対 照 表 

 

（令和 7年 3月 31日現在） 

 

（単位：千円） 

科  目 金  額 科  目 金  額 

（資産の部）  （負債の部）  

流 動 資 産 13,054,284 流 動 負 債 111,052 

現 金 及 び 預 金 10,262,188 リ ー ス 債 務 2,571 

営業投資有価証券 2,745,599 未 払 金 10,579 

営 業 貸 付 金 134,900 未 払 費 用 2,373 

前 払 費 用 4,528 未 払 法 人 税 等 84,952 

未 収 入 金 954 賞 与 引 当 金 6,239 

そ の 他 6,151 役 員 賞 与 引 当 金 1,520 

貸 倒 引 当 金 △100,037 そ の 他 2,815 

    

固 定 資 産 12,756 固 定 負 債 51,344 

有 形 固 定 資 産 0 リ ー ス 債 務 537 

建 物 3,110 退 職 給 付 引 当 金 46,187 

工具、器具及び備品 2,741 役員退職慰労引当金 4,620 

リ ー ス 資 産 696   

減 価 償 却 累 計 額 △6,547   

  負債合計 162,396 

無 形 固 定 資 産 0 （純資産の部）  

ソ フ ト ウ ェ ア 0 株 主 資 本 12,904,645 

  資 本 金 17,551,000 

投資その他の資産 12,756 資 本 剰 余 金 14,351,000 

敷 金 及 び 保 証 金 12,756 資 本 準 備 金 14,351,000 

  利 益 剰 余 金 △18,997,354 

  その他利益剰余金 △18,997,354 

  繰越利益剰余金 △18,997,354 

    

  純 資 産 合 計 12,904,645 

資 産 合 計 13,067,041 負債・純資産合計 13,067,041 

（記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。）  



損 益 計 算 書 

 

自 令和6年4月 1日 

至 令和7年3月31日 

 

（単位：千円） 

科   目 金   額 

売 上 高  1,084,607 

売 上 原 価  3,323,372 

売 上 総 損 失  2,238,764 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  542,625 

営 業 損 失  2,781,390 

営 業 外 収 益   

有 価 証 券 利 息 9,815  

雑 収 入 132 9,947 

経 常 損 失  2,771,442 

特    別    利    益   

投 資 有 価 証 券 売 却 益 4,170 4,170 

特    別    損    失   

固 定 資 産 除 却 損 0 0 

税 引 前 当 期 純 損 失  2,767,272 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税  1,210 

当 期 純 損 失  2,768,482 

（記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。） 

  



株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 

 

自 令和6年4月 1日 

至 令和7年3月31日 

 

（単位：千円） 

 
株  主  資  本 

評価・換算

差額等 

純資産合計 

資 本 金 

資   本 

剰 余 金 

利   益 

剰 余 金 

株主資本 

合  計 

その他有価

証券評価差

額金 
資   本 

準 備 金 

その他利益 

剰 余 金 

繰越利 益 

剰 余 金 

当期首残高 17,551,000 14,351,000 △16,228,872 15,673,127 94 15,673,222 

当期変動額       

当期純損失   △2,768,482 △2,768,482  △2,768,482 

株主資本以

外の項目の当

期変動額（純

額） 

    △94 △94 

当期変動額合

計 

－ － △2,768,482 △2,768,482 △94 △2,768,577 

当期末残高 17,551,000 14,351,000 △18,997,354 12,904,645 - 12,904,645 

（記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。） 

 

  



個 別 注 記 表 

 

記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。 

 

1．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（1）有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

（営業投資有価証券を含む） 

市場価格のない株式等以外のもの 
期末日の市場価格等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は個別法により算定）によっており

ます。 

市場価格のない株式等 

移動平均法による原価法によっておりま

す。投資事業有限責任組合（以下「サブフ

ァンド」といいます。）への出資について

は、直近の決算書を基礎とし、サブファン

ドの収益、費用及び出資金残高のうち、当

社の持分相当額をそれぞれ、売上、売上原

価及び営業投資有価証券として計上してお

ります。 

匿名組合への出資持分については、直近の

決算書を基礎とし、匿名組合の収益、費用

のうち、当社の持分相当額を純額で売上又

は売上原価として、匿名組合の出資金残高

のうち当社の持分相当額を営業投資有価証

券として計上しております。 

 

（2）引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

  ② 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充                    

てるため、支給対象期間に対応する支給                   

見込額を計上しております。 

  ③ 役員賞与引当金 役員に対して支給する賞与の支出に充                    



てるため、支給対象期間に対応する支給

見込額に基づき計上しております。                

  ④ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当期末

における退職給付債務を計上しておりま

す。退職給付債務の算定にあたり、職員

退職金規程に基づく期末自己都合退職金

要支給額を退職給付債務とする簡便法を

採用しております。 

⑤ 役員退職慰労引当金            役員の退職慰労金の支給に備えるため、役

員退職金規程に基づく期末要支給額を計上

しております。 

 

(3) 収益及び費用の計上基準 

  売上高及び売上原価       売上高には営業投資有価証券の売却高、受

取配当金、投資事業組合及び匿名組合の収

益、営業貸付金の受取利息を計上し、売上

原価には売却した営業投資有価証券の帳簿

価額、減損損失、投資事業組合及び匿名組

合の費用を計上することとしております。 

 

（4）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

  ①消費税等の会計処理        消費税及び地方消費税の会計処理は税込

方式によっております。 

  ②法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

                   「所得税法等の一部を改正する法律(令和

7年法律第13号)」が2025年3月31日に公

布され、2026年4月1日以後に開始する事

業年度から新たに防衛特別法人税が創設

されることとなりました。これに伴い、

繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に

使用する法定実効税率は、2026年4月1日

に開始する事業年度以後に解消が見込ま

れる一時差異等については従来の30.62%

から31.52%になります。この税率変更に

よる影響は軽微です。 

 

 

 



 

2．会計上の見積りに関する注記 

（1）営業投資有価証券の減損損失 

① 当事業年度に係る計算書類に計上した金額  2,389,254千円 

② 営業投資有価証券（サブファンドの投資先を含む）の実質価額が取得原価に

比べて 50%以上低下した場合、取得原価の減額を行うとともに減損損失を計上

しております。 

ただし、当社又はサブファンドの投資先の事業計画等をもとに個別に検証し

た結果、実質価額について回復可能性が認められる場合、取得原価の減額を行

っておりません。 

営業投資有価証券の評価のうち、市場価格のない株式等については、回復可

能性の根拠となる事業計画等の仮定に影響をうける可能性といった不確実性が

あります。 

予測不能な前提条件の変化等により、翌事業年度の計算書類において営業投

資有価証券の計上金額に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

 

（2）営業貸付金に対する貸倒引当金 

① 当事業年度に係る計算書類に計上した金額  100,037千円 

② 営業貸付金の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については投資先の事業計画等をもとに

個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動等によって影響を受ける可能

性があり、予測不能な事態により投資先の業績が見積りと異なった場合、翌事

業年度の計算書類において、営業貸付金の金額に重要な影響を与える可能性が

あります。 

 

3．貸借対照表に関する注記 

  該当事項はありません。 

 

4．損益計算書に関する注記 

  該当事項はありません。 

 

5．株主資本等変動計算書に関する注記 

  当事業年度末における発行済株式の総数   普通株式 638,040株 

 

 

 

 



6．税効果会計に関する注記 

  繰延税金資産及び繰延税金負債発生の主な原因別の内訳 

    繰延税金資産 

     繰越欠損金              3,496,004  千円 

     貸倒引当金                31,531 千円 

     未払事業税                 25,642  千円 

退職給付引当金               14,558 千円 

減損損失       1,550,476  千円 

その他                   22,471 千円 

    繰延税金資産小計            5,140,685 千円 

    評価性引当額             △5,140,685 千円 

    繰延税金資産合計                  ― 千円 

    繰延税金資産の純額                  ― 千円 

 

7．金融商品に関する注記 

（1）金融商品の状況に関する事項 

① 金融商品に対する取組方針 

当社は、令和２年度までに新規の出資決定を終了しており、令和３年度以降

７年度までを目途に、投資資金の回収の最大化に向け、出資先の企業価値の向

上を図りつつ、回収業務に取り組むこととしております。 

また、資金運用は、資金の流動性及び安全性を確保するため、短期的な預金

に加えて、財務基盤強化のため、有価証券（地方債等）により運用を行ってお

ります。 

 

② 金融商品の内容及びそのリスク 

当社が保有する営業投資有価証券は、支援対象事業体に対する出資金及びサ

ブファンド及び匿名組合に対する出資金であります。当社が投資を行っている

支援対象事業体は上場企業及び非上場企業、サブファンドが投資を行っている

支援対象事業体は非上場企業であり、流動性リスクや価格変動リスク等があり

ます。 

また、匿名組合に対する出資金については、発行体の信用リスク等がありま

す。 

営業貸付金は、支援対象事業体に対する劣後ローンであり、信用リスク等が

あります。 

預金は、短期的な運用であるため、市場価格等の変動リスクはほとんどあり

ません。 

また、地方債等については、長期的な運用でありますが、安全性の高い金融

資産に限定しているため信用リスクや価格変動リスク等はほとんどないと認識



しております。 

 

③ 金融商品に係るリスク管理体制 

サブファンドのリスクの管理は、サブファンドの投資先の経営状況を随時モ

ニタリングし、財務状況の悪化、事業計画の遅延等の早期把握に努めておりま

す。 

また、匿名組合のリスクの管理は、財務状況の悪化、事業計画の遅延等の早

期把握に努めております。 

支援対象事業体に対する劣後ローン及び出資金のリスク管理は、上記と同様

に支援先の経営状況を随時モニタリングし、財務状況の悪化、事業計画の遅延

等の早期把握に努めております。 

    

④ 金融商品の時価等に係る事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価格のほか、市場価格が得られない

場合には合理的に算定された価格が含まれております。 

 

（2）金融商品の時価等に関する事項 

令和 7年 3月 31日現在における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につ

いては、次のとおりとなっております。 

 

（単位：千円） 

区  分 貸借対照表計上額 時  価 差  額 

(1)営業投資有価証券 - - － 

(2)営業貸付金 134,900   

貸倒引当金（*1） △99,900   

 35,000 35,000 － 

資  産  計 35,000 35,000 － 

（*1）営業貸付金については、個別に計上している貸倒引当金を控除しております。 

（注 1）現金及び預金、未払法人税等は、短期間で決済されるものであるため、時価

が帳簿価額と近似していることから、記載を省略しております。 

（注 2）金融商品の時価の算定方法に関する事項は、次のとおりであります。 

資産 

 

   (1)営業貸付金 

    一般債権については、時価が帳簿価額に近似しているため、帳簿価額をもっ

て時価としております。 

    貸倒懸念債権については、投資先の事業計画等を基に貸倒見積高を算出して

いるため、時価は当事業年度末における貸借対照表価額から現在の貸倒見積高



を控除した金額に近似しており、当該価額をもって時価としております。 

 

（注 3）市場価格のない株式及び貸借対照表に持分相当額を純額で計上する組合その

他これに準ずる事業体への出資は、上表には含まれておりません。当該金融

商品の貸借対照表計上額は、以下のとおりであります。 

 

区  分 貸借対照表計上額（千円） 

営業投資有価証券に属するもの 

  サブファンド及び匿名組合の出

資持分(*1) 

 

739,507 

営業投資有価証券に属するもの 

  非上場株式(*2) 

 

2,006,092 

(*1) 当事業年度において、1,813,366千円の減損処理を行っております。 

(*2) 当事業年度において、575,887千円の減損処理を行っております。 

 

（注 4）金銭債権及び満期のある有価証券の償還予定額は、次のとおりです。 

区  分 
１年以内 

（千円） 

１年超 

5年以内 

（千円） 

5年超 

10年以内 

（千円） 

10年超 

（千円） 

営業貸付金 89,900 45,000 - - 

  

8．関連当事者との取引に関する注記 

該当事項はありません。 

 

9．１株当たり情報に関する注記 

  １株当たり純資産額                   20,225円 44銭 

  １株当たり当期純損失（△）               △4,339円 04銭 

 

10．重要な後発事象に関する注記 

  該当事項はありません。 
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独立監査人の監査報告書 

令和７年５月14日 

株式会社農林漁業成長産業化支援機構 

取締役会 御中 

                あかり監査法人 

東京事務所 

指 定 社 員 
公認会計士  

業務執行社員 

   

指 定 社 員 
公認会計士  

業務執行社員 

 

＜計算書類等監査＞ 

監査意見 

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社農林漁業成長産業化支援機

構の令和６年４月１日から令和７年３月31日までの第13期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類

等」という。）について監査を行った。 

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正

に表示しているものと認める。 

 

監査意見の根拠 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、

また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎とな

る十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 

その他の記載内容  

その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容

を作成し開示することにある。また、監査役の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及

び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。 

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監

査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。 

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい

て、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違が

あるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの
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兆候があるかどうか注意を払うことにある。 

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に

は、その事実を報告することが求められている。 

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。 

 

計算書類等に対する経営者及び監査役の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書

類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計

算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること

が含まれる。 

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成すること

が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基

づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。 

監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視すること

にある。 

 

計算書類等の監査における監査人の責任 

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬に

よる重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場

から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可

能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見

込まれる場合に、重要性があると判断される。 

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。 

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク

に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら

に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。 

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、

監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に

関連する内部統制を検討する。 

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上

の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。 

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手

した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して

重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認

められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な

不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意

見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に

基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ
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る。 

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内

容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。 

監査人は、監査役に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内

部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事

項について報告を行う。 

 

＜報酬関連情報＞ 

当監査法人及び当監査法人と同一のネットワークに属する者に対する、当事業年度の会社の監査

証明業務に基づく報酬の額は６百万円であり、非監査業務に基づく報酬はない。 

 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。 

 

以  上  
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 私監査役は、令和６年４月 1日から令和７年３月 31日までの第 13期事業年度の取

締役の職務の執行を監査いたしました。 

その方法及び結果につき、以下のとおり報告いたします。 

 

１ 監査の方法及びその内容 

  私監査役は、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報

の収集及び監査環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席

し、取締役、使用人等からその職務の執行状況の報告を受け、必要に応じて説明

を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務・財産の状況を調査いたしました。 

また、取締役の職務の執行が法令・定款に適合することを確保するための体制、

その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則

第 100条第１項・第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該

決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）の状況を監視・検証いた

しました。 

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書を検討

いたしました。 

  さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ適正な監査を実施しているか

を監視・検証するとともに、会計監査人からその職務執行状況の報告を受け、必

要に応じて説明を求めました。 

また、「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算

規則第 131条各号に掲げる事項）について、会計監査人から「監査に関する品質管

理基準」（平成 17 年 10 月 28 日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通

知を受け、必要に応じて説明を求めました。 

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、

株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書を検討いたしました。 

 

２ 監査の結果 

（１）事業報告等の監査結果 

ア 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正し

く示しているものと認めます。 

  イ 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する

重大な事実は、認められません。 

  ウ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は、相当であると認めます。 

また、当該内部統制システムに関する取締役の職務の執行についても、指

摘すべき事項は認められません。 

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果 

   会計監査人あかり監査法人の監査の方法及び結果は、相当であると認めます。 

 

令和７年５月 16日 

               株式会社 農林漁業成長産業化支援機構 

                        監 査 役  篠原  修 印 
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